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第７ 職員の人材育成と研究開発 
 

１ 人材（財）確保・育成の必要性 

 

当局の職員数は、平成 29 年 8 月 1 日現在で、3,800

人であり、これらの職員は、本局各部及び各事業機関

に配置されている（５ページ参照）。職種別構成は、表

３-20 のとおり、事務が 38.1％、技術系が 54.0％、技

能が 7.9％となっている。 

また、職員の年齢別構成は、表３-21 のとおり平成

25 年度から平成 29 年度にかけて、50 歳代の職員の比

率が 30％から 23％に減少しているのに対して、20 歳

代の職員の比率は 14％から 21％に上昇しているなど

大きく変化し、若手職員の比重が上昇している。豊富

な経験や高い知識を持ったベテラン職員が減少してい

く中、安定的な事業運営のため、将来の東京水道を支

える人材（財）を確保・育成していくことが求められ

ている。 

 

また、今後は、平成 30年代以降に一斉に更新時期を

迎える浄水場をはじめとした基幹施設の再構築や、切

迫性が指摘される首都直下地震への対応等、様々な脅

威に備えた危機管理に万全を期していく必要もある。 

 これらの取組を着実に推進していくためには、職員

の業務遂行能力の一層の向上はもとより、事業環境の

変化や新しい課題にも的確に対応できる人材（財）を

計画的・体系的に育成していくとともに、現場ニーズ

への対応と将来を見据えた研究・開発を進め、人材（財）

育成において、研修と研究開発との連携による相乗効

果を最大限に発揮できるよう取り組んでいくことが重

要である。 

 これに加え、グループ経営を推進していく中で、当

局と監理団体とが連携した人材（財）確保・育成の取

組を強化していく必要がある。 

 

 

 

表３-20 職種別構成 

（平成２９年８月１日現在）

土木 建築 機械 電気 林業 環境検査
職種別人数（人） 1,448 1,055 13 376 409 49 149 301 3,800
（うち再任用職員） (123) (74) (0) (42) (25) (1) (7) (38) (310)
職種別構成比(%) 38.1 27.8 0.3 9.9 10.8 1.3 3.9 7.9 100.0

事務
技術系

技能 合計事項

 

表３-21 年齢別構成の推移 

（各年度４月１日現在）

年　齢

１８～１９歳 13 0.3% 12 0.3% 12 0.3% 24 0.6% 27 0.7%

２０～２９歳 545 14.1% 604 15.5% 661 17.5% 706 18.8% 788 20.7%

３０～３９歳 848 21.9% 726 18.7% 607 16.0% 560 14.9% 575 15.1%

４０～４９歳 1,073 27.8% 1,147 29.5% 1,184 31.3% 1,240 33.0% 1,234 32.5%

５０～５９歳 1,149 29.7% 1,104 28.4% 1,015 26.8% 917 24.4% 868 22.8%

６０歳以上 237 6.1% 295 7.6% 304 8.0% 312 8.3% 310 8.2%

合　計 3,865 100% 3,888 100% 3,783 100% 3,759 100% 3,802 100%

平成29年度平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
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２ 研修・開発センターによる研修体制 

 

当局は、平成１７年４月、研修機能と研究開発機能

とを集約した研修・開発センターを設立した。研修部

門と開発部門とが連携し、技術の継承及び職員の能力

向上と、現場ニーズに対応した研究開発に取り組んで

いる。 

当センターは、国内最大規模の水道研修施設である。

水道管布設工事現場を模した実習施設など、体験型の

研修を受講できる施設を多数整備しており、水道技術

に関する実践的な能力を身に付けることができるよう

になっている。 

また、当局職員に対する研修のほか、国内の他の水

道事業体への研修施設の貸出しや、ＪＩＣＡ（独立行

政法人国際協力機構）等を通じた海外からの研修生や

視察者の受入れを行っている。 

 

（１）平成 29年度 研修の重点事項 

 

ア 危機管理能力の向上 

 

研修・開発センターの職員教育訓練システムを活用

し、災害を疑似体験する研修を実施する。職員がこれ

まで培ってきた技術やノウハウを着実に継承するとと

もに、震災等の様々な脅威に対応する危機管理能力、

不測の事態への柔軟な即応力を向上していく。あわせ

て、外部講師を活用するなど局外における最新の取組

事例を学ぶ等の機会を設けていく。 

 

 

 

図３-32 職員研修体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 現場における実務能力の向上 

 

日常の業務を通じて、意識的・計画的・継続的に職

員の現場の状況に応じた実務能力を向上していくため、

ＯＪＴを行う課長代理や課長代理を補佐する主任に向

けて、リーダーシップ研修（組織運営力向上、ＯＪＴ

技法等）、フォロワーシップ研修（組織支援力向上）を

実施する。 

さらに、実習施設を活用した体験型研修や実際の事

故事例に基づく研修の実施、外部講師の積極的活用、

ナレッジバンク情報の充実等により、様々な技術情報

を体験し習得させるとともに、水道技術の継承を支援

していく。 

 

ウ ライフ・ワーク・バランスの推進 

 

仕事の進め方や職場風土を見直して、これまでの働

き方を改め、ライフ・ワーク・バランスを推進する研

修を実施する。 

また、女性特有のライフイベントによる働き方の変

化に備え、先輩職員の体験事例の紹介、外部講師の活

用等により中長期のキャリアプランの形成を促す研修

を実施し、更なる女性職員の活躍への意識向上を推進

していく。 

 

エ ＣＳ（お客さま満足度）の向上 

 

これまで当局が推進してきたお客さまサービスに、

都民ファーストの視点を加えたＣＳ（お客さま満足度）

向上研修を実施する。外部講師を活用し、より実践的・

具体的なケーススタディ演習等を通じて、局職員とし 

て必要とされるサービス精神の醸成を図り、お客さま

とのコミュニケーション能力を強化していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職層全員を対象に共通に求められる知識等の修得を目的に実
施するもの

他局に委託して実施するもの

総務局人事部に委託して実施するもの

職
員
研
修

局研修

委託研修

職員が勤務時間外に職務遂行能力を向上させるために実施するもの

職場の管理監督者等が実施するもの

専門知識、技術等を修得する必要のある場合等、民間の研修
機関等に派遣して実施するもの

講師として必要なスキルの修得や専門性の高い研修等を実施
するもの

都政及び局事業における重要課題について理解と認識を深
め、問題意識を醸成することを目的に実施するもの

設定した研修の到達目標レベルにおいて求められる知識、技
術及び技能の修得を目的に実施するもの

自主研修

職場外研修 職層別研修

実務研修

中央研修

他局研修

職場研修

課題別研修

講師養成研修

派遣研修
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オ コンプライアンス意識の醸成 

 

コンプライアンス意識の醸成及び徹底を重視した職

場研修を実施する。 

特に、汚職等非行防止については、全職員を対象と

する悉皆研修及びテーマを絞った個別研修を継続的に

実施して職員の倫理観や使命感を高め、汚職等非行防

止への意識を更に浸透・定着させていく。 

 

カ 国際感覚の醸成 

 

局の主要施策である国際展開の取組みを支える人材

（財）を育成するため、専門家や海外プロジェクト等

の参加者から海外事情を学習する機会を設けて職員の

国際感覚を醸成する。 

2018 年国際水協会（ＩＷＡ）世界会議・展示会の東

京開催に向け、会議の内容や意義等に関する職場研修

を実施し、局職員の共通理解・意識醸成を図る。 

また、外部講師を活用した実践的な語学研修を実施

し職員の語学力を向上していく。 

 

キ 監理団体と一体となった研修 

東京水道グループが一体となった相互の人材（財）

の能力向上を図り、より効果的に水道事業を支える人

材（財）を確保し育成していくため、監理団体社員の

局研修への受入れや共同研修、監理団体社員を講師と

した研修等を実施していく。 

 

（２）職員教育訓練システム 

 

当局では、事故対応力を強化するため、パソコン画

面上で「管路事故」、「水質事故」、「設備事故」、「震災

対応」等を疑似体験することができる「職員教育訓練

システム」を開発し、本システムを活用した「危機管

理研修」を平成 20 年度から実施している。本研修は、

シナリオに沿って展開する様々な状況を職員が適切に

判断し、情報連絡、対処方法の検討等をロールプレイ

ング方式で行う実践的なものである。職場や職務の異

なる職員が、組織横断的な業務連携の重要性を体験し、

理解することにより、事故時の対応能力を養える内容

となっている。 

 

３ 水道技術の継承 

 

（１）水道技術エキスパート 

これまで培われてきた水道技術を着実に継承するた

めに、平成 20年７月、水道技術エキスパート制度の運

用を開始した。 

本制度は、特に高い技術力と豊富な経験を持つ職員

をエキスパートとして認定するものである。 

エキスパートは、自らが有する見識や経験等に基づ 

いた助言や技術等の形式知化を行うとともに、各職場

の職員からの業務上の相談に対し、指導や助言を行っ

ていくこととしている。 

 

（２）ナレッジマネジメントシステム 

 

当局では、水道技術を着実に継承していくため、水

道局版ナレッジマネジメントシステムを構築し、技術

情報を集約・活用した人材育成を図っている。 

その一環として、知識やノウハウを文書や映像にし

てデータベース化し、イントラネットを通じて職員が

業務に必要な技術情報を取り出すことができるナレッ

ジバンクを開発し、平成 19年４月から運用を開始して

いる。 

 

図３-33 ナレッジマネジメントシステムのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ナレッジバンクを活用した研修

研修内容等の取り込み

ＯＪＴへの活用

開発面の取組

情
報
検
索
・
知
識
の
付
与

ナレッジバンク

職 員

水道技術

エキスパート
情
報

情
報

情
報

技術的課題への対応より効果的な研修の実施

継承すべき技術

常時学習できる環境の提供

職
員
の
中
か
ら
認
定

質疑応答への協力
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４ 現場ニーズと将来を見据えた調査・研

究開発 

 

当局では、従来から、漏水発見装置や水道メータの

開発、給・配水管の耐食性や浄水処理技術の調査など

幅広い分野で研究開発を行っており、局内での活用は

もとより、全国の水道事業の技術向上にも貢献してい

る。 

 

（１）調査・研究開発の重点項目 

 

 研修・開発センターの設置を機に、更なる研究開発

機能の充実を目指しており、次の項目に重点的に取り

組んでいる。 

 

ア 局の研究開発業務の総合調整 

 

 平成 17 年度に従来の技術開発検討委員会要綱を改

正し、同委員会が局全体の研究開発テーマに関与して

いくこととした。研修・開発センターは、技術開発検

討委員会の事務局として、各部の調査・研究業務の一

元的な管理・調整を行い、当局の研究開発の迅速化・

効率化を図っている。 

また、所管部が業務執行に密接な関係がある調査・

研究等を行っているのに対し、研修・開発センターで

は、多面的・将来的課題に対する研究開発や大学等と

の連携が必要な高度な研究開発を行っている。  

 

イ 現場ニーズの的確な把握 

 

 当局を取り巻く環境の変化及びお客さまニーズの多

様化を背景に、現場の意見をより一層取り入れ、局内

の各課題を積極的に調査・検討し、研究開発テーマの

選定を行うこととしている。 

また、水道事業に係る将来の展望を見据えた基礎的

な調査・研究及び技術開発についても積極的に実施し

ている。 

 

ウ 効率的・効果的な開発手法の活用 

 

 民間の発想や技術力及び大学等のシンクタンク機能

を積極的に活用し、多様な外部との連携により効率

的・効果的な研究開発を展開するため、平成 17年度に

は、産学公連携による初めての共同研究を実施した。 

また、研究開発には、従来にも増して高度かつ多様

な知識が求められ、多くの分野の関連技術の集積が必

要となっている。こうした状況を踏まえ、平成 18年度

に、より効率的に課題解決を図ることを目的とした「公

募型共同研究」を開始し、平成 24年度からは、局ホー

ムページで当局が求める技術について広く募集してい

る。 

さらに、大学の先進的・基礎的な研究を取り入れ、

効率的・効果的な研究開発を推進するため、東京大学、

北海道大学及び首都大学東京との調査研究をそれぞれ

継続的に実施している。 

 ほかにも、水質センターが玉川水処理実験施設で実

施してきた玉川浄水場再開に係る調査・実験や中長期

的な調査研究を、平成 19年度から研修・開発センター

へ移管するなど、研究開発体制の効率化を図ってきた。 

 

エ 研究開発成果の実用化促進 

 

 各部と連携し、研究開発テーマに関する改善等の意

見交換を行うとともに、現場(実技フィールド)で研究

開発の成果品を使用して改善点をフィードバックする

ことにより、実用性の更なる向上を図っている。 

 研究開発成果については、センター内に展示室を設

置し、来場者に紹介している。 

また、当局ホームページ等による情報発信や研究開

発報告会、当局内外の発表会等、様々な手段による情

報提供を積極的に行っている。 

 

 

展示室 
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オ 開発機能と研修機能の連携 

 

 ベテラン職員の大量退職等により、技術やノウハウ

の継承が困難になっていくことが予想される。その対

策として、当局が保有する様々な技術やノウハウをデ

ータベース化し、パソコンにより各職員がオンライン

で業務に活用できるナレッジバンクシステムを開発し、

平成 19年４月から運用を開始した。また、職員の危機

管理対応能力及び職務遂行能力の維持・向上を目的と

した職員教育訓練システムを開発した。 

これらのシステムを職員研修プログラムに組み入れ

ることにより、研修と開発の連携による相乗効果の創

出を図っている。 

 

（２）開発成果品及び最近の研究開発テーマ例 

 

ア 過去の開発成果例 

成果品 開発内容 

ＤＡ（乾式）水道メー

タ 

指示部を防水としたデジタル式の

高性能水道メータ 

水使用実態調査シ

ステム 

各家庭などで水栓ごとの使用状

況を記録できるシステム 

水道メータ自動試

験装置 

基準タンク方式に替えて小口径メ

ータの精度試験を自動化 

携帯型メータ試験

装置 

メータを取り外さないでお客さま

宅で実施できるメータ試験装置 

電子式水道メータ

通信プロトコル 

ＪＩＳ規格に対応した電子式水

道メータ通信プロトコルを開発

相関式漏水発見装

置 

漏水音を識別し、管路の 2 点から

漏水箇所を探知する装置 

時間積分式漏水発

見装置 

漏水音の特徴（連続性）から漏水

を自動的に識別する装置 

希ガスによる漏水発

見技術 

ヘリウムガスの舗装透過特性を利

用し、漏水箇所を探知する 

管内調査ロボット 
口径800mm以上の水道管を不断

水で管内面から調査できる機器 

ポリエチレンスリー

ブ(Ｔ字管、分水栓) 

作業性がよく確実な防食効果を

発揮するスリーブを開発 

きょう雑物移送技術

（パラシュート） 

流速向上装置“パラシュート”によ

り、きょう雑物を移送させる工法 

管路情報機器 
マンホールの中に設置できる水

圧・水質等のデータ通信装置 

緩速ろ過池の削り

取り機械 

人力作業であったろ過砂表面の

削り取り及び運搬作業の機械化 

管網解析システム 
マッピングデータ、丁目別給水量

等を活用した管網解析 

技術支援システム

(ナレッジバンク)

技術情報、業務ノウハウ等の情

報をデータベース化 

職員教育訓練シス

テム 

ロールプレイング方式による危

機管理等訓練シミュレータ 

【訓練シナリオ】 

管路事故、設備事故、水質事故

及び震災初動対応 

スタンドパイプ一

体型流量計 

充水作業に使用するスタンドパ

イプ一体型流量計 

バイク等に搭載可

能な開栓器 

震災対応用のバイクでの運搬可

能な折りたたみ式開栓器 

 

イ 最近の研究開発テーマ例 

高度浄水施設におけるコンクリート劣化要因の解明

に関する研究(H25～H27) 

 高度浄水施設のコンクリートの劣化機構の特定に

必要な各種調査、実験等を実施し、劣化機構を解明

した。 

水道システムの省エネルギー化に関する共同研究Ⅱ 

(H25～H27) 

水道とエネルギーに関して学術的な調査検討を行

い、水道事業の総合的な環境負荷低減策を研究した。

太陽光パネルを用いた複合電源型テレメータに関す

る共同研究(H24～H26) 

 商用電源に太陽光パネル及び蓄電池を組み合わせ

るとともに電源管理機能を付加し、停電時もテレメ

ータの電源を長時間確保することを目指し研究し

た。 

首都中枢機能の PHS 回線を用いた水圧確認に関する

調査研究(H25～H26) 

 災害発生時にも回線確保が容易な PHS 回線を用い

て、首都中枢機関等施設の水圧データを取得するこ

とのできる測定機器、通信機器などを開発した。 

中空糸型有機膜の機能劣化と処理性能に関する調査

(H27～H29) 

 有機膜に突然の劣化や破断が発生すると、浄水処

理や計画的な維持管理が困難となるため、膜の諸性

能の変化を把握する方法や指標について調査する。
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５ 職員の自己啓発 

 

職員の一人一人の意識改革を促し資質向上を図ると

ともに、水道事業の進展やお客さまサービスの向上に

寄与することを目的として、当局の事業全般に関する

提案の募集や研究論文の発表会を毎年行っている。 

また、水道事業に深く関連する公的資格等の取得に

対する支援も行っている。 

 

（１）東京都水道局職員提案制度 

 

職員提案制度では、職場の実状に即したアイデアを

募集・表彰している。職員の間に改善の空気を浸透さ

せ、職員自らが職場における業務分析、問題点を発見

し、より良い政策を立案する能力を養うため、今後も

制度の活性化を図っていく。 

また、応募提案を局ネットワーク上のナレッジバン

クへ掲載し、情報の共有化や提案の活用を促進してい

る。 

 

表３-22 応募提案の実績 

平成26年度 154 件 

平成27年度 145 件 

平成28年度 144 件 

 

 

（２）東京都水道局研究発表会の開催 

 

水道事業に関する調査・研究・開発・業務実績等を

報告・発表する機会として、研究発表会を毎年開催し

ており、職員等の自己啓発意欲の増進、人材育成並び

に局事業の発展及び向上を図っている。 

また、局職員の優秀な論文に対して表彰を行うため、

淀橋浄水工場（浄水場）、本郷給水工場（給水所）、芝

給水工場（給水所）を完成させるなど、東京水道の礎

を築いた中島鋭冶博士の名を冠した「中島博士記念賞」

を設置している。 

さらに、研究発表会の発表論文等から、日本水道協

会が主催する全国水道研究発表会へ発表論文を推薦す

ることにより、全国レベルでの発表の機会を設けている。 

 

表３-23 発表論文の実績 

平成26年度 事務部門 15 件、技術部門 69件 

平成27年度 事務部門 16 件、技術部門 59件 

平成28年度 事務部門 ８件、技術部門 52件 

 

表３-24 全国水道研究発表会への推薦論文の実績 

平成26年度 事務部門５件、 技術部門 21件 

平成27年度 事務部門５件、 技術部門 28件 

平成28年度 事務部門２件、 技術部門 29件 

 

（３）公的資格取得支援制度 

 

水道事業を運営していく上で貢献度の高い公的資格

等の取得に向けた研修を実施し、合格者には受験料・

登録料等を公費で負担している。 

研修としては、平成 13年度から技術士（研修名 高

度水道技術）を、平成 16年度からは、給水装置工事主

任技術者（講習会 給水装置工事主任技術者資格試験

受験準備講習会）及び水道施設管理技士（講習会 水

道施設管理技士受験講習会）を、平成 20 年度からは、

電気工事士（研修名 電気工事技術）の講座を開設し

ており、合格者については、当該資格取得研修等の講

師として活用している。 

 
表３-25 公的資格取得支援制度利用者の実績 

 技術士 

給水装

置工事

主任技

術者 

水道施

設管理

技士 

電気工

事士 

平成26年度 ５名 ０名 １名 １名 

平成27年度 ２名 ０名 ０名 ５名 

平成28年度 ８名 １名 ０名 １名 

 

 

（４）自己啓発支援制度 

 

職務との関連性があり、その効果が職務に還元され

る資格・検定の取得及び講座受講について支援してい

る。具体的には、局が提示する対象資格・講座の中か

ら、職員に職務との関連性等により支援メニューを選

択させ、資格取得・講座修了後、受験料・受講料等を

支給している。 
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表３-26 自己啓発支援制度の概要（平成 29年度） 

 資格取得支援 講座受講支援 

資格・ 

講座数 

土木施工管理技士

情報処理技術者等 

80 資格 

情報分析力、企業

会計入門等 

105 講座

支援内容 

①受験料（100％） 

②必須講習の受講

料（100％） 

③対策講座の受講

料（100％）（注） 

受講料の 50％ 

又は 100％（推奨

講座） 

（注）金額には上限あり 

 

（５）ＴＯＥＩＣ ＩＰテストの開催 

 

当局では、国際展開の取組を重要施策の一つとして

掲げていることから、職員の語学力向上を支援する取

組の一環として、年に２回、研修・開発センターにて、

ＴＯＥＩＣ ＩＰテスト（団体特別受験制度）を開催

している。 

受験料は、上記自己啓発支援制度（資格取得支援）

の対象としている。 

 

表３-27 ＴＯＥＩＣ ＩＰテスト受験者の実績 

平成26年度 78 名 

平成27年度 84 名 

平成28年度 75 名 
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